


様式第１号（第６条関係）

　　　　年度　リスキリング人材育成補助金交付申請書

　　年　　月　　日
広　島　県　知　事　　様

（補助事業申請者）
郵便番号
住所
法人名又は屋号
　代表者役職・氏名
　担当者役職・氏名
　電話番号
メールアドレス

　　　　年度リスキリング人材育成補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり補助金の交付を申請します。

１　事業細目（該当するものに○を記入）
	事業細目

	
	長期滞在型研修

	
	長期通い型研修



２　習得したい知識・技術の分類（該当するものに○を記入）
	
	新たな産業分野への進出に資する知識・技術の習得
	
	
	新たな事業への展開に資する知識
・技術の習得

	

	
	競争力強化に資する知識・技術の習得
	
	
	



３　リスキリング派遣の概要
	派遣先機関・専攻・部門名
	

	派遣する社員の役職・氏名
（年齢・派遣終了後の在職予定期間）
	

	全体の派遣予定期間
	

	補助事業に要する期間
	

	本申請に係る派遣実日数・実時間数
	



４　補助交付申請額等
（１）補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円
（２）補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円
（３）補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　円（千円未満切り捨て）

５　申請の内容
別紙「リスキリング人材育成計画書」、「支出内訳書」のとおり






（注）用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とし、縦位置左とじとすること。



別　紙
リスキリング人材育成計画書
(１)会社概要　
	会社名
	

	本社所在地（電話番号）
	

	資本金・社員数
	

	業種・事業内容
	



(２)自社の課題と取組内容
	自社の現状と課題及び課題の要因
	

	取組の具体的内容
	

	取組の成果目標
（実現したい姿）
	○最終目標（リスキリング派遣終了５年後の到達目標）

○数値目標


	リスキリング派遣の目的
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（３）リスキリング派遣の内容
	派遣先機関・専攻・部門名
	

	派遣先の住所
	

	指導教官（指導者）役職・氏名
	

	習得したい知識・技術の具体的な内容
	


	派遣先の選定理由
	


	派遣する社員の役職・氏名
（年齢・派遣終了後の在職予定期間）
	

	派遣者の選定理由
	


	全体の派遣予定期間
	

	本申請に係る派遣予定期間
	

	本申請に係る派遣先での
年間スケジュール
派遣実日数：　　　日
派遣実時間数：　　　時間
	 月　　
	 月
	 月
	 月
	 月
	 月
	 月
	 月
	 月
	 月
	 月
	 月

	派遣中の業務執行体制と
派遣者へのフォロー計画
	



（４）リスキリング派遣終了後の人材育成方針
	人材育成における５年後の
成果目標（実現したい姿）
	

	リスキリング派遣終了後の
派遣者の社内での活用方針や
派遣者に求める役割
	




（注）人材育成及び事業展開の年次計画は，「目標達成に向けたロードマップ」に記載すること。


目標達成に向けたロードマップ
	現在（計画立案時点）の労働生産性（付加価値/従業員数）
※付加価値＝営業利益＋人件費＋動産不動産賃借料＋租税公課）

	


	
	人材育成計画
	事業展開計画

	リスキリング派遣中（ 　年度）
～
（ 　年度）
	
	

	

	派遣修了後
１年目
（ 　年度）
	
	定性
	

	
	
	定量
	

	

	２年目
（　　年度）
	
	定性
	

	
	
	定量
	

	

	３年目
（　　年度）
	

	定性
	

	
	
	定量
	

	

	４年目
（　　年度）
	
	定性
	

	
	
	定量
	

	　　　　　　　　　　


	５年目
（　　年度）
最終目標
	
	定性
	

	
	
	定量
	


	５年後（計画終了時点）の目標労働生産性（付加価値/従業員数）
※付加価値＝営業利益＋人件費＋動産不動産賃借料＋租税公課）

	



（注）現在（計画立案時点）の労働生産性及び５年後（計画終了時点）の目標労働生産性を必ず記載すること。
別　紙
支　出　内　訳　書


（単位：円）
	事業細目
（該当するものに○）
	経費区分
	補助事業に要する経費
（税込）
	補助対象
経費
（税抜）
	補助金
交付
申請額
	内訳
（経費区分の詳細）

	(1)
長期
滞在型
研修


(2)
長期
通い型
研修

	入学料
	
	
	
	

	
	受講料（授業料）
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	

	
	派遣中の社員人件費（長期滞在型研修のみ）
	
	
	
	

	
	派遣中の代替社員賃金（長期滞在型研修のみ）
	
	
	
	

	
	雑費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	







（注）積算の根拠が確認できる書類を原則として添付すること。
別　紙
誓　約　書

令和　　　年　　　月　　　日

　広　島　県　知　事　　様

補助事業申請者
郵便番号
住所
法人名又は屋号
　　　代表者役職・氏名


リスキリング人材育成補助金第６条に基づき交付申請をするにあたり、下記の事項について誓約します。

記

１　県税の未納がないこと。

２　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業または又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他風俗上好ましくない事業に該当しないこと。

３　広島県暴力団排除条例（平成22年広島県条例第37号）第２条第３号に規定する暴力団員等又は第20条第１項の規定による通報の対象となっていないこと。

４　申請日から過去３年間に労働関係法令等に違反する重大な事実がないこと。

５　同一会計年度内に同一事業・同一内容に対して、国又は地方公共団体から他の補助金の交付を受けていないこと。




